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１　はじめに 
 
 
  　■配布資料の確認　 
 
  　■ビ デ オ 
　  　『就活中のあなた必見です！！〜ＯＢ・ＯＧからのメッセージ』 
      　	
 （12分・2013年7月・制作：明治大学労働教育メディア研究センター） 
 
　　　　内容：ＯＢ・ＯＧの職場の実態〜長時間労働解決策をさがして 
 
　　　  　　労働基準監督署　東京都労働相談情報センター 
　　　 　　	
 NPO法人東京労働安全衛生センター　連合東京 
　　　  　　ＯＢ・ＯＧからのメッセージ〜就活中にやるべきこと 
 
 



　 

２　労働の現場で何が問題になっているのか？ 
 
 
 
 
	
 	
 	
 	
 　報道発表資料 
	
 	
 	
 	
 	
 「平成25年度における労働相談及びあっせんの状況について」 
　　　　　　(平成26年4月30日　東京都産業労働局） 
 
　　　東京都の労働相談窓口 
　　　　東京都では、労働相談情報センターにおいて、 
　　　職場の中で直面する様々なトラブルに関する 
　　　相談に応じています。 
 
　　　労働相談センター（６所） 
　　　飯田橋（本所）　大崎　亀戸　 
　　　　池袋　国分寺　八王子　 

（１）東京都労働相談情報センターの 

　　労働相談の状況は？　　 



　 
　東京都　平成25年度の労働相談の状況 
 
1　労働相談件数は52,684件で前年度に比べ529件（1.0％）増加 
　	
 平成18年度以降、8年連続で5万件を超え、依然として高水準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　 
２　４年連続で「退職」が10,695項目（相談項目の11.2％）で最多	
 
 
　以下は下記の通り。 
　｢解雇」　　　　　7,854項目（同8.2％） 
　｢職場の嫌がらせ」7,632項目（同8.0％） 
　｢労働契約」　　　7,611項目（同8.0％） 
　｢賃金不払」　　　7,287項目（同7.6％） 
 
　・「休職・復職」の相談（2,921項目）が前年度比で27.7％増加 
　・「職場の嫌がらせ」の相談が、平成21年度以降、５年連続 
　　７千件台で高止まり 
　・「労働契約」の相談が、前年度比で10.9％増加 
 
　※注　「解雇」は、使用者の一方的な意思による雇用契約の 
　　　終了で、「退職」は、労使合意に基づき雇用契約を終了 
　　　するものであるが、使用者からの働きかけ（勧奨や強 
　　　要）によるものも含む。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　 
 
　 
　従来　解雇を中心とした退職トラブル、 
　　　　会社倒産や業績悪化による賃金不払い、 
　　　　違法超勤（残業代未払）、 
　　　　労働条件の変更（賃金切り下げ、労働時間、配置転換 
　　　など）が多い。 
　 
　最近の傾向 
　　　　上記に加えて、ハラスメント（嫌がらせ）の急増 
　　 
平成25年度、国（労働局）が実施するの個別労使紛争相談におい
ても「いじめ・嫌がらせ」（19.7％）が１位（２年連続）。 
「職場のパワーハラスメント」については、国（厚生労働省）が
「円卓会議」で一定の定義を作り、啓発・防止活動を始めている。 
「ブラック企業」については「若者の使い捨てが疑われる企業」
として都・国が相談を実施。 

（２）最近の労使トラブルの特徴　　 



　 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　 
参　考 
　「ブラック企業大賞」における 
　「ブラック企業」の定義 
 
　①　労働法やその他の法令に抵触し、 
　　またはその可能性があるグレーゾー 
　　ンな条件での労働を、意図的・恣意 
　　的に従業員に強いている企業。 
	
 
　②　パワーハラスメントなどの暴力的 
　　強制を常套手段として従業員に強い 
　　る体質を持つ企業や法人（学校法人、 
　　社会福祉法人、官公庁や公営企業、 
　　医療機関なども含む）	
 
	
 
 

（産経新聞WEB版　2013.5.26） 



（３）労働相談の状況から見えてくるもの①　 

　	
  
「日本的雇用」の特徴 
 
　正社員＝職能給（職務遂行能力　＋　年功） 
　　　　　曖昧な職務内容（フレキシビリティヘの適応力） 
　　　　　配転　出向 
　　　　　新卒採用 
　　　　　企業内人材育成 
　　　　　定年までの解雇回避 
　　　　　会社への忠誠（	
  生活態度としての能力） 
 
　正社員の枠が小さくなった 
　　　　　会社組織の継続的な拡大が不可能な状況 
　　　　　非正規労働者の拡大＝ワーキングプア 
　　　　　年金開始年齢が６５歳に・・高齢期雇用問題 
　　　　　女性の「活用」　労働力不足 
 
　 



（３）労働相談の状況から見えてくるもの②　 

・・・にもかかわらず	
 
　	
 
１　要求される「正社員」としての態度・・長時間労働問題	
 
　　　　	
 
２　様々な種類の労働者が同じ職場で働いている	
 
　　　　　契約社員　パート　アルバイト　派遣社員	
 
　　　　　委託労働者	
 
　　　　⇒　非正規労働者の拡大	
 
　　　　　　賃金・雇用保障等の待遇格差	
 
　　　　　　	
 
３　ブラック企業問題	
 
　　「正社員」としての態度だけを要求するが、	
 
　　　賃金・雇用保障等は無い（あるいは極めて狭き門）	
 
　　　これを意図的に行うのが「ブラック企業」	
 



（４）長時間労働問題について考えてみよう①　 

 
はじめに・・・労働をめぐる法律の基本はどうなっているの？ 
 
（１）社会の中の契約 
　　　　　様々な契約・物を買う　電車に乗る　 
　　　　　部屋を借りる　お金を借りる 
 
　　「契約内容］を何で見るか？　　・契約書　　定款　 
　　「契約自由」だが、契約書に全て従わなければならないのか。 
　　　　　　　　　　　　　・法律　事情の変更　公序良俗（常識）　　 
 
（２）労働契約とは 
　　労働者⇒会社　　　賃金に見合った仕事 
　　　　　　　　　　　就業規則を守ること（遅刻や欠勤をしない） 
　　　　　　　　　　　上司や仲間と助け合って仕事ができる 
　　会社⇒	
  労働者　　　賃金の支払い 
　　　　　　　　　　　雇用の保証 
　　　　　　　　　　　快適な職場環境（配慮義務） 



 
（４）労働法と労働契約の関係 
　　労働基準法は最低基準。 
　　刑事罰＋法律に違反した契約は無効（無かったことになる）。 
　　　労働条件明示　賃金支払　　　最低賃金（最低賃金法）　 
　　　労働時間（サービス残業） 
　　　有給休暇　　産前産後休暇　　週1回の休日 
　　社会保険・雇用保険の強制加入義務など 
 
（５）労働契約はどこに書かれているのか？ 
　　　⇒　就業規則（労働協約）を見てみよう 
　　　　　就業規則は会社の法律。労使双方をしばるルール 
　　　 
　　　①　常時１０人以上を雇用する事業所に作成義務 
　　　②　必要記載事項（絶対的・相対的） 
　　　　　　労働時間、休憩時間、休日、休暇､賃金､ 
　　　　　　退職金､制裁など 
　　　③　周知義務　就業規則の効力発生要件 
　　　④　効力　法律＞労働協約＞就業規則＞個別の労働契約	
  
 

（４）長時間労働問題について考えてみよう②　 



 
労働時間はどうやって決まっているのか？ 
 
（１）会社の労働時間は労働基準法の範囲内で、就業規則等によって	
  
　　　定められている	
  
　　　　　　　　 
　　　労働基準法（最低基準） 
　　　１　日	
  の労働時間　	
  ８時	
  間以内 
　　　１週間	
  の労働時間	
  ４０時間以内 
　　　　　・例外規定⇒一定の手続きが必要 
　　　　　　　　　　　変形労働時間、フレックスタイ	
  ム、 
　　　　　　　　　　　みなし労働時間（裁量労働制を含む） 
	
  
（２）サブロク協定　 
　　　会社が、法定労働時間を超えて働かせる場合には、	
  従業員の過
半数代表者又は労働組合との間に、	
  「時間外労働・休日に関する
協定（サブロク協定）」を	
  締結し労働基準監督署に	
  届け出る必
要がある。 

　　　　 

（４）長時間労働問題について考えてみよう③　 



 
（３）残業の上限規定はあるのか？ 
　　一般には・・時間外労働の限度に関する基準（労働省告示） 
　　　　　　　　延長時間の限度　　１か月４５時間など 
　　ただし・・・「特別条項付き協定」により更なる延長が可能 
	
  	
  	
  
　その要件 
　　□原則としての延長時間（限度時間以内の時間）を定めること。	
  
	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
    □特別の事情は下記の条件を満たしできるだけ具体的に定める	
  
　　　こと。 
　　　	
  	
  	
  	
  	
  ア．一時的又は突発的であること 
　　　	
  	
  	
  	
  	
  イ．全体として1	
  年の半分を超えないことが見込まれること 
　　□労使がとる手続を、協議、通告、その他具体的に定めること。 
　　□限度時間を超えることのできる回数を定めること。 
　　□限度時間を超える一定の時間を定めること。 
　　□時間をできる限り短くするよう努めること。 
　　□限度時間を超える場合の割増賃金の率を定め、また法定割増賃	
  
	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  金率を超える率とするよう努めること。　　　 

（４）長時間労働問題について考えてみよう④　 



（４）残業手当 
　　法定労働時間を超えて働かせる場合には、使用者は割増をした残
業手当を支払う義務があります。 
　「手当」と呼ばれていますが、法定労働時間を超えた場合に課され
るべき罰則を逃れるための(免罰）規程の位置付けになっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
　 
　　罰　則 
　　○　36協定なく時間外労働・休日労働をさせた場合の罰則 
　　　　　・・６ｶ月以下の懲役または30万円以下の罰金 
　　○　残業代未払・・・	
  ３０万円以下の罰金 
　　○　裁判所は、労働者の請求により、未払金のほか、これと	
  
　　　同一額の付加金の支払いを命じることができる。　 

（４）長時間労働問題について考えてみよう⑤　 



	
  
（５）	
  労災保険法の「業務起因性」基準・・労災保険の対象となる要件　　　　 
　 
　くも膜下出血などの脳・心臓疾患の業務上認定の基準 
 

ア　発症直前から前日までの間において、発生状態を時間的および場所的に	
  
　　明確にしうる異常な出来事に遭遇したこと、 
イ　発症に近接した時期（発症前おおむね1週間）において特に過重な業務に	
  
　　就労したこと、 
ウ　発症前の長期（発症前おおむね6か月）にわたって著しい疲労の蓄積を	
  
　　もたらす特に過重な業務に就労したこと、 
　 
　具体的には 
○　発症前1か月ないし6か月にわたって1か月当たりおおむね45時間を超える	
  
　時間外労働がある場合は業務と発症との関連性が強まる 
○　発症前1か月間におおむね100時間を超える時間外労働が認められる	
  
　場合、あるいは、発症前2か月ないし6か月間にわたって1ヶ月あたりおおむね	
  
　80時間を超える時間外労働が認められる場合には業務と発症との間の関連	
  
　性が強い 

（４）長時間労働問題について考えてみよう⑥　 



 
　しかし、「特別条項付き協定」の実態はかなり過酷である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

	
  　７割過労死基準以上　残業協定　大手１００社調査 
 

　東証一部上場の売り上げ上位百社（二〇一一年決算期）の七割が、厚生労働省
の通達で過労死との因果関係が強いとされる月八十時間（いわゆる過労死ライ
ン）以上の残業を社員に認めていることが分かった。 
 
　　大日本印刷　　　　　　月　２００時間 
　　関西電力　　　　　　　	
   月　１９３時間 
　　日本たばこ産業（ＪＴ）月　１８０時間 
　　三菱自動車　　　　　　月　１６０時間 
 
　百社のうち七十社が八十時間以上で、そのほぼ半数の三十七社が百時間を超えて
いた。百社の平均は約九十二時間だった。 
 
　経団連労働法制本部の鈴木重也主幹 
　「協定の上限時間が長くても実労働時間はもっと短い。経営側は需給調整のた
め労働時間に柔軟性を持たせたいという思いがある。円高などで今、国内で事業
を続けるのは大変。過労死は重要な問題だが、法律で残業時間の上限を定めるな
ど労働規制を強めれば、企業はますます活力を失い、成長は望めなくなる」 
　 

（４）長時間労働問題について考えてみよう⑦　 



 
	
  
　（６）「過労死防止法」の制定（６月２０日成立） 
　　　　　　 
　　　　　過労死等防止は国の責務とする 
　　　　　 
　　　　　11月を「過労死等防止啓発月間」とする。 
　　　　　 
　　　　　国の取るべき対策 

　(1)過労死の実態の調査研究 
　(2)教育、広報など国民への啓発 
　(3)産業医の研修など相談体制の整備 
　(4)民間団体への支援 
　(5)自治体・事業主の協力は努力義務 
 

（４）長時間労働問題について考えてみよう　⑧ 　 



 
（７）「日本再興戦略」の改訂　　平成２６年６月２４日 
　　　（経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議　） 
 
２．雇用制度改革・人材力の強化 
（３）新たに講ずべき具体的施策 

  i）働き方改革の実現 
   ①働き過ぎ防止のための取組強化  
   ②時間ではなく成果で評価される制度への改革 
   時間ではなく成果で評価される働き方を希望する働き手のニー
ズに応えるため、一定の年収要件（例えば少なくとも年収1000万
円以上）を満たし、職務の範囲が明確で高度な職業能力を有する
労働者を対象として、健康確保や仕事と生活の調和を図りつつ、
労働時間の長さと賃金のリンクを切り離した「新たな労働時間制
度」を創設することとし、労働政策審議会で検討し、結論を得た
上で、次期通常国会を目途に所要の法的措置を講ずる。 
    ③裁量労働制の新たな枠組みの構築 
    ④フレックスタイム制の見直し 

	
  
　 

（４）長時間労働問題について考えてみよう　⑨　 



 
（８）まとめ 
①　労働時間については、賃金の払い方と同様、各企業の中
で決めており、就業規則等に書かれている。 

　　ここでは残業は例外となっている（違法）。 
②　労働基準法で労働時間の上限が定められている（罰則も
ある）。 

③　サブロク協定（さらに例外規定）により実質的には時間
外労働が許されている。「罰金」的な意味合いの残業手当
が実質的に歯止めとなっているが、一方では生活給化もし
ている。 

④　一方では、働きすぎによる健康障害が問題化している。
労災認定基準の緩和や、過労死防止法の制定などの動きも
あるが、規制緩和の流れのなかで、残業代を支払わない労
働時間制度の検討も行われている。。 

（４）長時間労働問題について考えてみよう　⑩　 



３　実際に問題が起きたら？　　 

労働相談を受けるところ 
 
都道府県の相談センター 
　東　京 
　　労働相談情報センター（6所） 
　神奈川県 
　　かながわ労働センター（3所） 
　大阪府 
　　大阪府総合労働事務所（2所） 

 

（１）行政機関に相談する 

国＝労働局 
　　１　労働局総合労働相談コーナー 
　　２　労働基準監督署（都内　18か所） 
　　　　　労働基準法違反を申告することができる。労働基準 
　　　　監督官は立入調査権、尋問権などを持つ司法警察員 



 
	
  
労働組合に相談する方法もある�

	
  
	
  

○　労働組合法は組合に多くの権利を認めている。	
  
　　　 
　　  労使紛争は労働組合による労使交渉による「集団的な」解決
が基本となっている。 

 
○　労働条件は「集団的」に（つまり労働組合が話し合って） 
　　決める。実はこれが労働法の原則。 
　　　労働組合が会社と締結する約束「労働協約」は、会社が 
　　定めた就業規則や個別に締結された労働契約よりも上位。 

 
 
　　　　	
   

（２）労働組合に相談する① 



 
○労働組合とは 
　	
  
　労働者が労働条件等の向上を目指して行動するための団結権・団体
交渉権・団体行動権（スト権）は憲法や労働組合法で保障される。 
　正当なストライキであれば、損害賠償は請求されない。 
　団結権の侵害は、不当労働行為として、禁じられている。 
　組合の力は日常の活動や職場の信頼関係が基盤である。 

 
○労働組合のメリット 
　　労働条件の交渉をできる　　　　経営者と対等で交渉できる 
　　労働法が守られているかどうかのチェックをできる 
　　　　　　　　　　　　　　　　　簡単にリストラをできない 
　　公平な取り扱いを（好き嫌いでなく）求められる 
　　　　　　　　　　　　　　　　　人間関係がよくなり働きやすい 
	
   
 
 
　　　　	
   

（２）労働組合に相談する② 



 
○「義務的団交事項」とは 
 
①　賃金・労働時間・昇格・昇進など「労働条件」にかかわる問題は 
　すべて義務的交渉事項 
②「経営権事項」といわれる問題でも、「労働条件に影響を及ぼす」、 
　あるいは関連する場合は義務的交渉事項である。 
③　個別の人事・処遇解雇、配転出向、懲戒・人事考課の結剰も、労 
　働組合員であるとして、労働組合が取り上げて交渉を求めた場合は 
　義務的交渉事項である。 
④　非組合員の労働条件であっても、将来にわたり組合員の労働条件 
　や権利等に影響を及ぼす可能性が大きく、組合員の労働条件と関わ 
　りが強い場合には義務的交渉事項。 
 
　　　　→　会社は団体交渉を拒否できない 

 
　　　　	
   

（２）労働組合に相談する③ 



 
○「不当労働行為」として禁止されている行為（労働組合法７条）	
  
	
  
　①不利益取扱い	
  
　②黄犬契約	
  
　　（雇用者が労働者を雇用する際に、労働者が労働組合に加入	
  
　　　しないこと、又は労働組合から脱退することを雇用条件と	
  
　　　すること）	
  
　③団体交渉の拒否	
  
　④支配介入	
  
　⑤経費援助	
  
　⑥労働委員会に申立などをしたための不利益取扱	
  
	
  
　　→　都道府県労働委員会に不当労働行為救済の申し立てを	
  
　　　　することができる。	
  
 
　　　　	
   

（２）労働組合に相談する④ 



 
○１人でも入れる労働組合がある 
　　　　（合同労組・ユニオン） 
　労組法上、労働組合は「団体」とされている 
ので１人だけでは「団体」にならず、２人以上 
組合員がいないと労働組合と見なされない。 
　しかし職場に誰も仲間が見あたらない場合でも 
合同労組に加入すると、労働組合員として、職場 
に労働組合があるのと同様な権利や保護を獲得	
  
できます。 

 
○労働組合加入にあたって 

　労働組合の一員となって、組合として問題解決することが近道 
　労働組合はお互いの助け合いの組織。代理人ではない 
　他の組合員が困っているときには助けあう 

　　　　　（これは合同労組も同じ） 
 

（２）労働組合に相談する⑤ 



 
（１）次の書類は必ず保管しておくこと。 
　　トラブルになったら「証拠」が勝負。 

 
・求人票などの写し　　　　　　　　　 
・会社から貰った書類（全て） 
・給料明細（絶対に）　　　　　　　 
・労働条件で不明な点は文書で確認 
　　　文書が駄目ならは、相手の氏名・聞いた日時・場所を 
　　　メモにする 
・「記録」の重要性 
　　　残業記録 
　　　　不払い残業のある時はその記録を。最悪でも自分で 
　　　　毎日メモを付けること。 
　　　ハラスメント　 
　　　　日記やメモであっても、継続的な記録の証拠力は高い。 

 
　　　　	
   

　  ４  　最後に・・普段から注意すること①�



 
（２）働き続けるために大切なこと 
       （定着することの必要性） 

 
　・健康に気をつける。 
　・職場の人間関係を大切に。 
　　　　　①　きちんとあいさつをする。 
　　　　　②　無断欠勤などで、仲間に迷惑をかけない。 
　　　　　　　  職場の信頼を得る。 
　　　　　③　さぼらない。しかし、働きすぎない。　　　　　　 
　・職業的能力を身につける。 
　・信頼できる仲間をつくる。一人で悩まず相談できる人を 
　　多くつくる。 
　・組合があったら入った方がよい。 
 

 
　　　　	
   

　５　最後に・・普段から注意すること②�



 
 

（３）分からないこと・納得が行かないことがあるときには、
すぐに承諾せず、迷ったら労働相談情報センターに 相談する。 

     （生兵法はケガのもと） 
 
　　　　	
   

　  ４  　最後に・・普段から注意すること③�

　ご清聴ありがとうございました。 


